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平成26年は増税後に景気回復の足取りが重くなる

業況判断ＤＩは、消費税率引き上げ後の反動減や需要の伸び悩みにより、回復基調が鈍化しました。
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実質経済成長率
　

平成24年度 実質経済成長率は0.0％増　　

大阪府の平成24年度府内総生産額は、名目で36兆8430億円、実質(平成17暦年連鎖価格)で38兆9062億円となった。対前年度増加率(＝経済成長率)は、名目で0.8％減、実質で0.0％増となり、名目は２年ぶりの減少、実質は横ばいとなりました。

府民所得は、雇用者報酬と財産所得が増加したものの、企業所得が対前年度比4.3％減となり、対前年度比0.7％減の26兆301億円となりました。

大阪府及び全国の実質成長率



大阪経済の変遷

府内総生産額と名目成長率・国の名目成長率










府内総生産における経済活動別割合










業況判断ＤＩの推移（前期比、季節調整済、製造業・非製造業別）





[表14-1参照]





※シャドー部分は大阪産業経済リサーチセンターが設定した景気後退期を示す。
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[資料：府統計課「府民経済計算」参照]





平成








安定成長期





失われた10年





近年





高度成長期





岩戸景気





いざなぎ景気





バブル景気





ハイテク景気





ITバブル





いざなみ景気





第１次





消費税導入





(兆円)





オリンピック景気





アジア





通貨危機





石油危機





リーマン・





ショック





証券不況





ニクソン・





第２次





プラザ合意





ショック





石油危機





年度
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